








　第 1 節　協同組合のアイデンティティに関する ICA 声明
　第 2 節　社会的経済








　　（ 2 ）SCE 法への対応
　小　括
第 4 章　2006年改正










る法律　Gesetz betreffend die Erwerbs- und Wirtschaftsgenossenschaften」） 













































































































合（第 3 節）、EU の協同組合法であるヨーロッパ協同組合（SCE）法（第
4 節）である。第 3 章では、ドイツ協同組合法の伝統的特徴を、第 2 章で確





　本章では、我が国でなされた、ドイツ協同組合法2006年改正（特に 1 条 1





合』の権利を取得する」と定められ、「 1  前貸しおよび信用組合、 2  原材
料組合、 3  農作物または商工生産物の共同販売を目的とする組合（販売協
同組合、倉庫組合）、 4  共同計算による物品の生産および販売を目的とする
組合（生産協同組合）、 5  生活必需品の共同購入および小売販売を目的とす






しくは文化的利益（soziale oder kulturelle Belange）を助成することを目
的とする団体（協同組合）は、本法が規定する『登記協同組合』の権利を取
得する」と定められ、 7 種類の協同組合の列挙は削除された。従来の目的に













の設立に必要な人数を 7 人から 3 人にした（ 4 条）、組合員が20名以下の小
規模協同組合は、定款で監事会を置かない旨を定めることができるとした




























































」というように、改正 1 条 1 項と協同組合の新たな分野の開拓との関係に
ついて述べている。
　以上、我が国でなされてきた、ドイツ協同組合法2006年改正 1 条 1 項に関
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する先行研究について簡単に見てきた。これらをまとめれば、EU において
ヨーロッパ協同組合（SCE）法が2003年に成立、2006年に施行され、それに





















か検討する。第 3 章と第 4 章において、それとの比較においてドイツ法を考










組合のタイプである社会的協同組合（第 3 節）、EU の協同組合法であるヨ
ーロッパ協同組合（SCE）法（第 4 節）を取り上げる。
　第 1 節　協同組合のアイデンティティに関する ICA 声明






































































































































































































　SCE 法 1 条 3 項には、「SCE の主な目的は、組合員のニーズを満たし、な
らびに / または、組合員の経済的および / もしくは社会的活動（wirtscha-
















































































































































































































より、 1 人 3 票までの複数議決権を認めることはできる。「 1 人 1 票」原則








以前においては、 1 条 1 項により「産業または経済」であるとされた。そし
て、協同組合が組合員のための組織であることから、員外取引の場合を除い
て、組合員＝取引相手という「同一性の原則」が妥当する。















































































































































　第 1 節　改正 1 条 1 項の内容
　（ 1 ）改正理由
　2006年の協同組合法改正は、「ヨーロッパ協同組合の導入と協同組合法改
正に関する法律 （Gesetz zur Einführung der Europäischen Genossenschaft 



























1 条 3 項に相応して、組合員の「産業または経済」の助成の他に「社会的ま
たは文化的利益」の助成もまた、協同組合の目的として認められるようにす





1 条 1 項の改正は、SCE 法が組合員の社会的活動をも助成すると規定して
いることを明確に意識した上で、 それに接近するものであったことが分かる。
　（ 2 ）「産業または経済」













































それ故、 「経済」 を、 物質的利益に限定された狭い意味での 「家政」 ではなく、 
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　ここで、第 1 節と第 2 節の内容をまとめる。2006年改正により、協同組
合の目的に「社会的または文化的利益」の助成が追加された。それは、SCE



























　第 1 節と第 2 節では、「助成内容の社会性」という点に注目したが、本節
では「助成対象の社会性」、すなわち、協同組合が組合員を超えて広く社会
一般をも助成の対象とするようになったのか否か、という点について検討す

























































































公益的であることには疑念がもたれていた。第 1 の理由は、協同組合法 1







れるようになったのか。まず、 1 条 2 項 2 号との関係であるが、 1 条 2 項 2
号の条文にある「公益性」と、租税通則法にある「公益性」の意味は異なる
とされる。すなわち、 1 条 2 項 2 号の「公益性」とは「非組合員利益＝第三
者利益」の追求であるのに対し、租税通側法の「公益性」とは、52条の条文


































































合的実践のための新しい組織モデルとして、Markmann は “public citizen 















































































































































「企画趣旨説明 連帯の法社会学　『構造変容と法社会学』（ 1 ）の意義と課題　」
法社会学50号（1998年） 2 頁以下、同「企画趣旨説明 共同性の法社会学　『構造
変容と法社会学』（ 2 ）の問題性をめぐって　」法社会学51号（1999年） 2 頁以
下、同「総論　 3 年間のまとめの方向について」法社会学52号（2000年） 2 頁以
下、三成賢次「総論・協同と連帯　21世紀における民主主義法学の射程」法の科学
33号（2003年） 8 頁以下。









（ 8 ）関英昭「ドイツ協同組合とユネスコ無形文化遺産」共済と保険2017年 6 月号 2
頁以下、同「協同組合とユネスコの無形文化遺産」生活協同組合研究2017年 7 月号
61頁以下。
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